
エネルギー・地球温暖化対策
（エネルギーに関係する諸問題（Ⅰ））

平成27年11月11日
経済産業省



全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発費補助金について

全炉心に混合酸化物燃料（MOX燃料）を装荷する原子炉施設に特有の技術
通常の燃料と比べ、中性子をより多く吸収し、放射線量も異なるため、燃焼制御・機器管理面で
特有の技術が必要。

（例）

○ 高性能原子炉停止システム

○ 燃料検査装置

○ インターナルポンプ性能向上技術

○ 大容量逃がし安全弁

平成26年度執行率について
○ 原子炉設置変更許可申請を見据えた交付申請・決定

○ 製造装置の不具合の発生等
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〈濃縮ウラン備蓄対策事業補助金〉
○国際的なウラン燃料の安定供給への貢献に向けた取組
・2010年～2011年、IAEAの場で、①緊急時のウラン燃料の安定供給及び②機微技術の拡散防止の観点から、国際的な
核燃料備蓄構想が提起。本年、ＩＡＥＡ事務局はカザフスタンに低濃縮ウランバンクを設立することを承認。

･米、露は、政府として国際的にも供給可能な国内備蓄を実施（米：230トン、露：120トン）。

○ウラン輸送に伴うリスク
・我が国はウラン燃料の供給を全量輸入に依存。なお、海外の事例あり。
✓1991年 米国マサチューセッツで燃料輸送中事故。
✓2009年、豪州・オリンピックダム鉱山で事故発生。その結果、ウラン生産量が減少。

海外ウラン探鉱支援事業補助金・濃縮ウラン備蓄対策事業補助金について

調査段階 調査 探鉱（概査、精査、鉱床評価） 開発・生産

目的 有望探査地域の抽出 資源量が期待される有望な
鉱床の抽出 鉱山開発・生産の開始

主な調査方法 ・衛星画像解析
・文献調査

・ボーリング
・地質調査、解析 ―

年数
（累積年数）

１年～３年
（１年～３年）

１０年～１５年
（１１年～１８年）

６年～９年
（１７年～２７年）

事業実施主体イメージ

○鉱物資源の開発・生産までの流れ

※なお、民間企業による探
鉱段階（補助対象）か
ら民間企業による探鉱段
階（企業探鉱）に移行
したものは３/１４件。

〈海外ウラン探鉱支援事業補助金〉

JOGMECによる調査・探鉱 民間企業による探鉱
（企業探鉱）

民間企業による探鉱
（補助対象）
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○我が国は、原油のほぼ全量を中東等産油国からの輸入に依存。世界情勢の不安定化等により原油輸入が
途絶する事態等においても、国民生活への深刻な打撃を回避する目的で、石油備蓄制度を導入。

○現在、我が国では、①国が保有する「国家備蓄」（97日分）、②石油精製業者等に保有を義務付ける「民間備蓄」
（77日分）等、併せて約170日分の石油備蓄を確保。（平成27年７月時点）

○ＩＥＡ（国際エネルギー機関）は、我が国を含む加盟国に対し90日分の緊急備蓄を義務付け、これを公的備蓄で
保有するとともに、緊急初期対応のため90日を越える備蓄水準の確保を推奨している。その上で、各国は国内事情や
エネルギー安全保障環境等に応じそれぞれの備蓄を保有しており、我が国は、総合エネルギー調査会の意見を聞いて目
標を定めている。

３

（平成26年）

国家石油備蓄事業について



４

平成19年 独立行政法人整理合理化計画 閣議決定
⇒ 国家備蓄基地の操業委託契約について、少なくとも１カ所

の基地について一般競争入札の導入することを検討。

平成21年 一般競争入札導入（契約期間：平成22～24年）
⇒ 全１０カ所の基地について、一般競争入札を実施。

平成24年 第2回 一般競争入札（契約期間：平成25～29年）
⇒  １社入札状況を改善するため、以下を実施

・入札参加資格要件の緩和 ・提出書類の簡素化
・参加者の掘り起こし努力の強化 等

平成28年 第3回 一般競争入札（予定）
⇒  調達に当たり、契約・事業内容の総点検を実施予定。

一般競争入札の改善に向けた取り組み

○国家石油備蓄基地の管理コストについては、一般競争入札の導入、修繕工事の見直し等の合理化を
進め、直近7年間で約150億円の削減。

○今後も、更なる合理化を図るべく、現在、平成28年度秋に開始予定の次期調達プロセス（平成30年
度以降の契約先選定）に向けた、契約・事業の総点検の準備を進めている。

国家石油備蓄管理等委託費当初予算額推移
（税収ベース）

594

536

503
479

459 450 450 443 431

350

400

450

500

550

600

650

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

（億円）

国家石油備蓄基地の管理コスト低減に向けた取り組み



秋の年次公開検証
【エネルギー・地球温暖化対策（Ⅰ）】

（11月11日 17:20～18:50）

文部科学省配付資料

資 料 １ ：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の概要
資料２－１：使用済燃料等多目的運搬船（開栄丸）の概要
資料２－２：機構と原燃輸送㈱との使用済燃料等多目的運搬船（開栄丸）の契約等の主な内容について
資料２－３：使用済燃料等多目的運搬船に係る支出内訳（平成26年度）
資 料 ３ ：リサイクル機器試験施設（RETF）の概要



国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の概要

Ⅰ．概要

(1)設立根拠

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法(平成16年法律第

155号）※最終改正：平成26年6月13日法律第67号

(2)設立年月日

平成17年10月1日 ※日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構

を統合

(3)目的

原子力基本法に基づき、原子力に関する研究、核燃料サイクルを確
立するための高速増殖炉等の技術開発を総合的、計画的、効率的に
行い、その成果を普及する等により、原子力の研究開発利用の促進
に寄与する。

(4)所在地（本部）

茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地1

(5)運営費交付金

資料１

年度 H26 H27 H28(要求)

運営費交付金
(単位：百万円)

138,939 139,909 164,245

(6)理事長

児玉 敏雄

Ⅱ．事業内容

１．原子力に関する基礎的研究

２．原子力に関する応用の研究

３．核燃料サイクルを技術的に確立するために必要な次の業務

イ）高速増殖炉の開発及びこれに必要な研究

ロ）イの業務に必要な核燃料物質の開発及びこれに必要な研究

ハ）核燃料物質の再処理に関する技術の開発及びこれに必要

な研究

ニ）ハの業務に伴い発生する高レベル放射性廃棄物の処理及

び処分に関する技術の開発及びこれに必要な研究

４．成果の普及、及び活用の促進

５．放射性廃棄物の処分に関する次の業務

イ）機構の業務に伴い発生した放射性廃棄物及び機構以外の

者から処分の委託を受けた放射性廃棄物の埋設処分

ロ）埋設処分を行うための施設の建設・維持管理等

６．機構の施設及び設備の供用

７．原子力に関する研究者及び技術者の養成、資質向上

８．原子力に関する情報の収集、整理及び提供

９．関係行政機関等の依頼に基づく調査分析

10．前各号の業務に附帯する業務 等
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資料２－１使用済燃料等多目的運搬船（開栄丸）の概要

Ⅰ．目的

使用済燃料等多目的運搬船「開栄丸」は、核燃料サイクル開
発機構（現日本原子力研究開発機構）の「ふげん」使用済燃料、
もんじゅ使用済燃料、もんじゅ照射後試験燃料などを輸送する
ため建造された船舶。

Ⅱ．概要
・核物質防護区分Ⅰの物質を輸送するため、国土交通省から

示された核セキュリティ上の審査をクリアした船舶。
・船底と船側が二重の船殻であり、万一の衝突や座礁で一船

倉が浸水しても沈まない損傷時復原性を有する構造で高い
安全性を持っている。

Ⅲ．開栄丸を巡るこれまでの経緯

H20.2 ふげん廃止措置計画認可取得

H21.11 民間燃料輸送（0.46ｔ）【大飯→東海NDC】

H22.5 もんじゅ性能試験再開

H22.10 もんじゅIVTM落下事象発生 （→H24.8 IVTM復旧
完了）

H23.3 東日本大震災

H23.3 平成24年度から使用済燃料をむつ中間貯蔵施設
への輸送に開栄丸を用いることについて、電力会
社がJAEAに伝達

H23.9 東日本大震災の被害等を踏まえ、電力会社が開栄
丸の使用開始を撤回

H24.3 平成25年度から使用済燃料をむつ中間貯蔵施設
へ開栄丸で輸送することについて、電力会社が
JAEAに伝達

H24.6 実用発電用原子炉 及び核燃料施設等に係る新規
制基準

H25.9 輸送に向け、電力会社が開栄丸の入出港テスト及
び緊急離岸訓練を関根浜で実施 （→新規制基準
対応等の理由から輸送予定が平成26年度以降に
延期）

H26.9 東海再処理施設は廃止措置計画を申請する方向
で検討
ふげん使用済燃料は海外再処理 の可能性を視野
（→現在仏AREVA社と技術的課題について検討中
（平成28年度迄））

H15.3 ふげん運転終了

H17.5 ふげん廃止措置計画認可申請

H18.8 開栄丸竣工

H18.10 ふげん使用済燃料輸送（5.2ｔ）【ふげん→東海再処
理工場】

H19.5 ふげん使用済燃料輸送（5.2ｔ）【ふげん→東海再処
理工場】

H19.6 ふげん使用済燃料輸送（5.2ｔ）【ふげん→東海再処
理工場】

H19.7 中越沖地震 2



資料２－２
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資料２－３

日本原子力研究開発機構が作成

使用済燃料等多目的運搬船に係る支出内訳（平成26年度）

（単位：千万円）

項 目 支出金額

資本費

船舶資本費減価償却費及
び支払利息、固定資産税

33 

共用化資本費の減価償却
費及び支払利息、固定資
産税

1 

資本費計 34 

固定費

修繕費、ドック費用 18

放射線管理資機材点検校
正費

1

船員人件費 16

船用品費、雑費 2

室蘭港係留、同設備費 2

運航管理会社人件費等 10

原燃輸送人件費等 11 

船舶管理電気料金 2 

保険料 1 

一般管理費等 13

固定費計 76 

変動費

室蘭港出入港、警備費等 1 

由良港出入港、警備費等 0.5 

燃料費 2 

変動費計 4 

合計 （消費税抜き） 114 

消費税 9 
総合計 123 
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資料３リサイクル機器試験施設
（ＲＥＴＦ：Ｒｅｃｙｃｌｅ Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ Ｔｅｓｔ Ｆａｃｉｌｉｔｙ）について

Ⅰ．目的、位置付け

高速炉燃料再処理技術の確立を図るため、実際の高速炉使
用済燃料集合体を用いて、高速炉燃料再処理用の新型機器の
工学規模のホット環境下で再処理試験を行い、その成果を将
来のパイロットプラント（試験プラント）に反映することを目的に
計画された施設。

Ⅱ．施設の概要
(１)施設の場所

茨城県東海村の核燃料サイクル工学研究所
(２)施設構成 「リサイクル機器試験棟」（以下、試験棟という）

「非常用発電機棟」、「管理棟」から構成。うち、試験棟のみ建
設に着手し、現在工事中断中。
(３)試験棟の概要

・地下２階、地上６階の鉄骨鉄筋コンクリート造
・建築面積：約３，８００ｍ２

(４)建設費
これまでに要した建設費（設計費含む）：約８１７億円

Ⅲ．これまでの経緯
○平成 ５年３月 計画承認（東海再処理施設の設置変更承認）
○平成 ７年７月 試験棟の工事開始（基礎コンクリート打設）
○平成１１年３月 中長期事業計画にてＲＥＴＦの工事中断を決定

○平成１２年６月 維持管理に適切な養生・保管施策を施し工事を中断

Ⅳ．RETFに関するこれまでの指摘
衆議院決算行政監視委員会（平成２１年度～２３年度）、参議院決算

委員会（平成２２年度）、会計検査院（平成２３年度）は、「ＲＥＴＦについ
ては、当面の利活用方法について早期に結論が得られるよう関係機関
との協議等を行うこと」と指摘。

試験棟外観

5


	エネルギー・地球温暖化対策�（エネルギーに関係する諸問題（Ⅰ））
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5

